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株主のみなさまへ�

取締役社長�

1 2

　株主の皆様には、ますますご清

栄のこととお喜び申しあげます。�

　平素は格別のご支援を賜わり心

から厚くお礼申しあげます。�

�

　さて、平成12年4月1日から平成

12年9月30日までの営業の概況に

つきまして、ご報告申しあげます。�

　当上半期におけるわが国経済は、民間設備投資が緩やか

ながらも回復に向いましたが、個人消費は未だ力強さが見

られず、公共投資も後半にかけ低調な動きとなり、本格的

な景気回復感には乏しい状況で推移いたしました。�

　一方海外におきましては、欧州経済およびアジア経済は

堅調でありましたものの、拡大基調を続けてきた米国経済

には減速傾向があらわれてまいりました。�

　このような経営環境の中で、当社グループといたしまし

ては、生産・販売体制の効率化に努めるとともに、研究開

発体制の強化および海外での事業展開などさまざまな施策

に取り組んでまいりました。�

　この結果、当中間期の連結売上高は1,957億７百万円と

前年同期に比べ154億42百万円、率にして8.6％の増収とな

りました。�

　製品部門別に見ますと、�

　ベアリング部門では、1,014億24百万円と前年同期に比べ、

9.6％の伸びを示しました。主に国内販売が順調に推移し

たことにより、自動車業界向けを中心として、増加いたし

ました。�

　ステアリング部門では、国内・海外とも堅調であり、

652億67百万円と前年同期比7.4％の増収となりました。�

　その他の部門では、IT関連の半導体製造用熱処理炉や電

子制御機器装置が好調であったことなどから、290億15百

万円と前年同期比7.6％の増収となりました。�

　収益面につきましては、為替相場が円高に推移した影響

がありましたものの、売上高が増加したことやコスト削減

の効果などにより、連結経常利益は48億23百万円と前年同

期に比べ22億22百万円の増益となりました。しかしながら、

退職給付会計導入による会計基準変更時差異を当中間期に

て一括して費用計上したことなどにより、連結中間純損失

は125億99百万円となりました。�

　連結キャッシュ・フローにつきまして、営業活動による

キャッシュ・フローは、117億42百万円の増加となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローが固定資産の取得によ

る支出などにより99億28百万円減少いたしましたが、財務

活動によるキャッシュ・フローが14億32百万円増加し、換

算差額の減少および新規連結に伴う増加を加減算しました

結果、当中間期末における現金及び現金同等物は291億42

百万円と前期末に比べ32億90百万円の増加となりました。�

　今後の見通しにつきましては、国内で緩やかな景気回復

が続くという期待がある一方、為替相場の変動および原油

価格上昇による影響や、減速感の広がる米国景気に加えア

ジア経済にも一部にかげりが見られるなど不安定要因をか

かえ、不透明な状況が続くものと思われます。�

　当社グループといたしましては、このような状況に対処

するため、資源の集中的な投入を行うことにより経営効率

を高め、さらに徹底したコスト削減対策に取り組むととも

に、市場ニーズを的確にとらえ地球環境保全に配慮した新

製品の開発を引き続き進めてまいります。また、米州・欧

州・アジアにおいて展開しておりますベアリングおよびス

テアリングの生産事業につきましては、一層の事業強化を

目指してまいります。このような諸施策を着実に推進し業

績の向上を図りますとともに、変化の激しい経営環境に対

応できる強固な収益基盤の確立に努めてまいります。�

　株主の皆様におかれましては、何とぞ従前と変わらぬご

支援、ご鞭撻を賜わりますようお願い申しあげます。�

�

平成12年12月�



（平成12年9月30日現在）�

連結貸借対照表�

（単位　百万円）�

科　　　　　目�

（ 資 産 の 部 ） �

金　　　額�

2 2 8 , 5 5 5
2 6 , 7 7 5

1 0 7 , 1 5 5
4 , 0 4 0

7 3 , 0 2 5
3 , 6 0 9

1 4 , 5 9 0
△　　 6 4 2

2 0 9 , 1 8 0
1 6 0 , 3 0 2

4 0 , 1 9 4
7 8 , 9 6 7

5 , 5 7 7
2 7 , 1 3 6

8 , 4 2 6
1 , 4 7 8

2 4 9
1 , 2 2 8

4 7 , 3 9 8
3 3 , 2 9 2

5 9 8
1 2 , 1 2 5

2 , 9 4 8
△　　 2 8 9
△　　1 , 2 7 6

2 1 2

4 3 7 , 9 4 8

2 0 7 , 3 2 0
9 1 , 7 1 8
7 4 , 2 8 5

2 , 5 8 9
7 , 0 0 0
9 , 1 8 1
1 , 8 5 2

1 8 , 2 3 2
2 , 4 6 1

1 2 1 , 2 4 5
3 5 , 0 0 0
1 9 , 9 9 9
1 6 , 5 7 6
4 5 , 5 7 6

1 , 3 5 8

8 5 0
3 2 8 , 5 6 6

2 5 , 8 9 3

9 , 9 3 8

6 0 , 6 6 4
2 2 , 1 9 2

4 , 0 2 9

9 9 , 4 4 3
4 3 7 , 9 4 8

現 金 及 び 預 金 �

受取手形及び売掛金�

有 価 証 券 �

棚 卸 資 産 �

繰 延 税 金 資 産 �

そ 　 　 の 　 　 他 �

貸 倒 引 当 金 �

有 形 固 定 資 産   
建 物 及 び 構 築 物 �

工 具 器 具 備 品 �

機械装置及び運搬具�

土 地 �

建 設 仮 勘 定 �

連 結 調 整 勘 定 �

そ　　　の　　　他�

投 資 有 価 証 券 �

長 期 貸 付 金 �

繰 延 税 金 資 産 �

そ 　 　 の 　 　 他 �

貸 倒 引 当 金 �

投 資 損 失 引 当 金 �

資 産 合 計 �

（ 負 債 の 部 ） �

（少数株主持分）�

（ 資 本 の 部 ） �

科　　　　　目� 金　　　額�

流 動 負 債 �

少 数 株 主 持 分 �

資 本 準 備 金 �
資 　 本 　 金 �

連 結 剰 余 金 �
その他有価証券評価差額金�

△　1 3 , 3 2 6為替換算調整勘定�

△　　　　0自 己 株 式 �

△ 　　　1 0連結子会社の所有する親会社株式�

支払手形及び買掛金�

短 期 借 入 金 �

一年以内返済長期借入金�

コマーシャルペーパー�

未 払 金 �

未 払 法 人 税 等 �

未 払 費 用 �

そ 　 　 の 　 　 他 �

固 定 負 債   

資 本 合 計 �
負債、少数株主持分及び資本合計�

負 債 合 計 �

長 期 借 入 金 �

転 換 社 債 �

社 　 　 債 �

退 職 給 付 引 当 金 �

役員退職慰労引当金�

1 , 8 8 4繰 延 税 金 負 債 �

そ 　 　 の 　 　 他 �

流 動 資 産 �

固 定 資 産 �

繰 延 資 産 �

無 形 固 定 資 産 �

投資その他の資産�

3 4

（注）1 . 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�
　　　2 . 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　316,355百万円�
　　　3 . 1 株当たりの中間純損失　　　　　　　　　　　　　　64円23銭 

連結対象会社�
〈連結子会社〉�
　ダイベア株式会社�
　光洋電子工業株式会社�
　光洋機械工業株式会社�
　光洋販売株式会社�
　光洋サーモシステム株式会社�
　光洋シーリングテクノ株式会社�

　 KOYO CORPORATION OF U.S.A.（アメリカ）�
　 KOYO BEARINGS（EUROPE）LTD.（イギリス）�
　 SOCIETE DE MECANIQUE D'IRIGNY S.A.（フランス）�
　 EUROPA-KOYO B.V.（オランダ）�
　 KOYO DEUTSCHLAND GMBH.（ドイツ）ほか31社�
〈持分法適用会社〉�
　 TRW KOYO STEERING SYSTEMS CO.（アメリカ）ほか2社�



（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�

連結損益計算書�

連結剰余金計算書�

連結キャッシュ・フロー計算書�
（平成12年4月1日から平成12年9月30日まで）� （平成12年4月1日から平成12年9月30日まで）�

（平成12年4月1日から平成12年9月30日まで）�

195,707
163,281
32,425
27,068
5,357

363
683
645

1,710
515

4,823
7,978

34,912
22,109
1,663

18
12,599

科　　　　　目� 金　　　額�

売 　 上 　 総 　 利 　 益 �

売 　 　 　 上 　 　 　 高 �

販売費及び一般管理費�

営 業 利 益 �
営 業 外 収 益 �

受 取 利 息 配 当 金 �

持分法による投資利益�

雑 収 入 �

営 業 外 費 用 �
支 　 払 　 利 　 息 �

雑 損 失 �

特 　 別 　 利 　 益 �

特 　 別 　 損 　 失 �

法人税、住民税及び事業税�

法 人 税 等 調 整 額 �

少 数 株 主 損 失 �

経 常 利 益 �

税金等調整前中間純損失　�

△11,155

中 　 間 　 純 　 損 　 失 �

5 6

（単位　百万円）�

売 上 原 価 �

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�

税金等調整前中間純利益（△純損失）�
減価償却費�
有価証券売却益�

持分法による投資利益�
売上債権の増加額�
仕入債務の増加額�
受取利息配当金�
支払利息�
役員賞与の支払額�
その他�
　　小　計�
利息及び配当金の受取額�
利息の支払額�
法人税等の支払額�

定期預金の預入による支出�
定期預金の払戻による収入�
有価証券の取得による支出�
有価証券の売却による収入�
固定資産の取得による支出�
固定資産の売却による収入�
投資有価証券の取得による支出�
貸付による支出�
貸付金の回収による収入�
その他�

短期借入金の純増加額�
長期借入による収入�
長期借入金の返済による支出�
社債の償還による支出�
ファイナンス・リース債務の返済による支出�
自己株式の減少額�
親会社による配当金の支払額�
少数株主への配当金の支払額�

（単位　百万円）�

△ 22,109
10,948

△　　　0
退職給与引当金の減少額� △ 22,933
退職給付引当金の増加額� 46,804

△　　683

△　　 59
3,061

△ 11,180
514

△ 　2,062
△ 　 728

77
465

△　 9,928

5,608
2,016

△ 　2,430
△ 　3,001
△ 　 106
△　　　0
△ 　 588
△　　 66

1,432
△　　 69

3,177
25,851

113
29,142

394
△ 　 409

11,742
△ 　2,947
△ 　1,667

360
15,998

140
△　　314

1,710
△　　363

20,772
△ 17,972

35,461
189
189
859
588
270

12,599
22,192

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�

科　　　　　目� 金　　　額�

科　　　　　目� 金　　　額�

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー�

連結剰余金期首残高�

連結剰余金増加高�

　　　　　連結子会社の合併に伴う増加額�

連結剰余金減少高�

　　　　　配 当 金�

　　　　　役 員 賞 与�

中 間 純 損 失 �

連結剰余金期末残高�

  営業活動によるキャッシュ・フロー�
Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー�

  投資活動によるキャッシュ・フロー�
Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー�

財務活動によるキャッシュ・フロー�
Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額�
Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額�
Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高�
Ⅶ　新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額�
Ⅷ　現金及び現金同等物の期末残高�

（単位　百万円）�



貸借対照表�

（注）1 . 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�
　　　2 . 有形固定資産の減価償却累計額�
　　　3 . 1 株当たりの中間損失�

（平成12年9月30日現在）�

（単位　百万円）�

科　　　　　目� 金　　　額�

1 4 6 , 7 1 0
1 4 , 9 9 2

5 , 3 7 7
8 0 , 5 5 5

3 , 8 3 0
0

2 6 , 5 0 6
4 , 6 6 7

3 6 1

9 , 1 0 8
3 0 2

△ 　　3 4 2
1 9 0 , 7 0 1

8 9 , 6 9 2
2 0 , 4 2 1

1 , 3 8 4
4 4 , 6 1 4

3 5 2
3 , 2 4 2

1 7 , 0 8 4
2 , 5 9 3

5 4 3
5 4 3

1 0 0 , 4 6 4
2 1 , 7 9 9
7 3 , 7 8 8

9 1
2 0 2

1 , 9 3 7
△ 　　2 0 0
△　　3 , 7 4 3

3 3 7 , 4 1 1

現 金 及 び 預 金 �

受 取 手 形 �

売 掛 金 �

有 価 証 券 �

自 己 株 式 �

商品・製品及び仕掛品�

原材料及び貯蔵品�

前 払 費 用 �

未 収 入 金 �

1 , 3 4 7繰 延 税 金 資 産 �

そ の 他 流 動 資 産 �

貸 倒 引 当 金 �

有 形 固 定 資 産   
建 物 �

構 築 物 �

機 械 及 び 装 置 �

車 輌 運 搬 具 �

工 具 器 具 備 品 �

土 地 �

建 設 仮 勘 定 �

ソ フ ト ウ ェ ア 等 �

投 資 有 価 証 券 �

子会社株式・出資金�

長 期 貸 付 金 �

長 期 前 払 費 用 �

そ の 他 投 資 等 �

6 , 5 8 9繰 延 税 金 資 産 �

貸 倒 引 当 金 �

投 資 損 失 引 当 金 �

資 産 合 計 �

科　　　　　目� 金　　　額�
（ 資 産 の 部 ） � （ 負 債 の 部 ） �

流 動 負 債 � 1 2 6 , 9 7 6
1 2 , 8 3 6
5 9 , 7 9 2
3 0 , 8 5 0

5 0 0
7 , 0 0 0
7 , 3 0 1

2 9 8
8 , 0 5 4

3 4 3

9 4 , 3 6 2
3 5 , 0 0 0
1 9 , 9 9 9

6 , 0 0 0
3 2 , 9 5 4

4 0 9

2 2 1 , 3 3 8

2 5 , 8 9 3
6 6 , 3 7 1
6 0 , 6 6 4

5 , 7 0 6
1 9 , 8 8 3

3 , 9 2 3

1 6
1 , 6 2 6

2 4 , 5 0 5
6 , 2 6 4

（1 0 , 4 5 4）�

1 1 6 , 0 7 2
3 3 7 , 4 1 1

支 払 手 形 �

買 掛 金 �

短 期 借 入 金 �

一年以内返済長期借入金�

コマーシャルペーパー�

未 払 金 �

未 払 法 人 税 等 �

未 払 費 用 �

そ の 他 流 動 負 債 �

固 定 負 債 �

資 本 合 計 �
負 債 及 び 資 本 合 計 �

負 債 合 計 �

長 期 借 入 金 �

転 換 社 債 �

社 　 　 債 �

退 職 給 付 引 当 金 �

役員退職慰労引当金�

（ 資 本 の 部 ） �

資 本 準 備 金 �

利 益 準 備 金 �

剰 余 金 �

その他有価証券評価差額金�

資 本 金 �
法 定 準 備 金 �

流 動 資 産 �

固 定 資 産 �

無 形 固 定 資 産 �

投　　　資　　　等�
特 別 償 却 準 備 金 �

固定資産圧縮積立金�

別 途 積 立 金 �

中 間 未 処 理 損 失 �

（ う ち 中 間 損 失 ） �

7 8

220,899百万円�
53円29銭�



（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。�

（平成12年4月1日から平成12年9月30日まで）� （平成12年9月30日現在）�

（平成12年9月30日現在）�

会社が発行する株式の総数　　　　　　　　　500,000千株�

発行済株式の総数　　　　　　　　　　　　　196,175千株�

株主数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,567名�

（単位　百万円）�

損益計算書� 株式の状況�

役員�

第101期中間配当について�

1.　中 間 配 当 金 　1 株につき　   3 円�

�2.　支払請求権の効力発生日　　　平成12年12月8日�
　　並 び に 支 払 開 始 日 �

135,188

119,396
13,741

2,050

506
584

584
259

2,297

83
7,845

76
18,398

200
△　8,143

10,454
4,189
6,264

科　　　　　目� 金　　額�

売 上 高 �

営 業 収 益 　 �

売 上 原 価 �

販売費及び一般管理費�

営 業 費 用 　 �

営 業 利 益 �

受 取 利 息 配 当 金 �

雑 収 入 �

営 業 外 収 益 �

支 払 利 息 割 引 料 �

雑 損 失 �

営 業 外 費 用 �

経 常 利 益 　 �

固 定 資 産 売 却 益 �

退 職 給 付 信 託 設 定 益 �

特 別 利 益 　 �

特
別
損
益
の
部

�

経
常
損
益
の
部

�

営
業
損
益
の
部�

営
業
外
損
益
の
部�

特 別 退 職 金 �

646　 固 定 資 産 除 却 損 �

482有 価 証 券 等 評 価 損 �

128貸 倒 引 当 金 繰 入 額 �

25,775退職給付引当金繰入額�

1,514棚 卸 資 産 廃 棄 損 �

法 人 税 等 調 整 額 �

法人税、住民税及び事業税�

前 期 繰 越 利 益 �

特 別 損 失 　 �

税 引 前 中 間 損 失 �

中 間 損 失 �

中 間 未 処 理 損 失 �

大株主（上位10名）�

取締役社長� 井 上 博 司 �
取締役副社長� 植 松 高 豊 �
取締役副社長� 松 田 昭 信 �
専務取締役�

専務取締役� 森 下 文 雄 �
専務取締役� 鈴 木 康 郎 �
常務取締役� 臼 井 常 喜 �
常務取締役� 北 克 比 古 �
常務取締役� 森 田 圭 二 �
常務取締役� 荒 井 　 肇 �
常務取締役� 武 田 　 清 �
取　締　役� 蛇 川 忠 暉 �
取　締　役� 湯 川 義 清 �
取　締　役� 藤 野 操 一 �
取　締　役� 乾 　 清 次 �

取　締　役� 橋 口 浩 二 �
取　締　役� 加 藤 邦 彦 �
取　締　役� 池 田 光 宏 �
取　締　役� 梶 原 道 郎 �
取　締　役� 野 口 昌 彦 �
取　締　役� 宗 　 眞 臣 �
取　締　役� 妹 尾 泰 輔 �
取　締　役� 宮 脇 修 二 �
取　締　役� 雀 部 好 彦 �
取　締　役�

常勤監査役�

梶 原 和 郎 �

常勤監査役�

前 田 展 利 �

監　査　役�

武 田 　 生 �

監　査　役�

張 富 士 夫 �
久 貝 章 夫 �

会計監査人� 中央青山監査法人�

42,874
株　主　名� 持　株　数�

ト ヨ タ 自 動 車 株 式 会 社 � 千株�

15,100日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 �

9,784株 式 会 社 あ さ ひ 銀 行 �

9,729住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 �

9,451株 式 会 社 さ く ら 銀 行 �

6,051株 式 会 社 住 友 銀 行 �

6,032株 式 会 社 東 京 三 菱 銀 行 �

4,000株 式 会 社 東 海 銀 行 �

3,745豊 田 通 商 株 式 会 社 �

3,164エイチエスビーシー バンク ピーエルシー�
クライアンツ ユーケー タックス トリーティー�
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平成12年11月24日開催の取締役会において、平成12年9月30日

最終の株主名簿および実質株主名簿に記載された株主に対して

行う中間配当につき、次のとおり決議いたしました。�

　当社の会計監査人である中央監査法人は、平成12年4月1日をもちまして、
青山監査法人と合併し、中央青山監査法人となりました。�

j 田 紘 司 �



●株主メモ�

■創 業　　大正10年1月�

3月31日�

■資 本 金　　25,893百万円�
■従 業 員 数 　 6,926名�
■営 業 品 目 �

□決算期：�

6月�□定時株主総会：�

（1）定時株主総会・利益配当金3月31日�
（2）中間配当金　　　　　　　9月30日�

□株主確定基準日：�

大阪市において発行する日本経済新聞�□公告掲載新聞：�

大阪市中央区北浜四丁目5番33号�
住友信託銀行株式会社�

□名義書換代理人：�

大阪市中央区北浜四丁目5番33号�
住友信託銀行株式会社　証券代行部�

　郵便物送付先�（電話照会先）�
〒183-8701�
東京都府中市日鋼町1番10�
住友信託銀行株式会社　証券代行部�
　電話　　東京（042）351-2211�
　　　　　大阪（06）6833-4700

□同事務取扱場所：�

住友信託銀行株式会社　全国各支店�□同取次所：�

大阪・東京・名古屋・京都・福岡・札幌�□上場証券取引所：�

会社概要�
（平成12年9月30日現在）�

ホームページアドレス�
http://www.koyo-seiko.co.jp/

ボールベアリング・ローラーベアリング・
ボールベアリングユニット・その他各種
ベアリング・パワーステアリング・マニ
ュアルステアリング・安全ハンドル・油
圧ホース・ドライブシャフト・オイルシ
ール・工作機械・工業用熱処理炉・その
他各種機械部品等�

その他必要あるときは、あらかじめ公告
して基準日を定める。�


